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主たる業種 電気機械器具製造業

該当する事業
者要件

解 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

鮮

算して1,600キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))
=

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針
地球温暖化防止の為、省資源 ・省エネルギー化に取組み原単位での削減に努める。

推 進 体 制 工場長を長 とする環境委員会 とエネルギー委員会にて実施rt r画の策定、例月の会議にて進捗管理す る。
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温軍効果ガス

の排出量等 〕F出区分
基準牛反 (実標,

(16)年 度
(二酸化炭策決算 (t))

日保年度 くFt El,

(19)年 度
てこ閉ヒ炭実換算 (t))

自順 準

(計画 )

(°/3)

A事 業所等排出区分 11,791  t 13,899  t 17 88 %

B輸 送車両排出区分 O  t O  t 0 %

Cそ の他排出区分 O   t O  t 0 0/e

排出合Ht Ⅲl               ll,791  t Ⅲ2            13,899  t 17 88 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭来換算 〈t

森林の保全及び整備 (整備面積) O ha (吸収畳 ) O   t

府内産の木材 の利用 〈利用ミ) O In , (HJ滅遺) O   t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈発電重) O kwh (Hl滅工) O  t

(無供給畳) O GJ (削減 4) O   t

グリーン電力の購入 〈購入量) O kwh (肖J減重) O   t

削減量等合計 “3                0  t

差引排 出童

〈排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲl               l1 791  t (,21-143)         13,899  t 1788%

特 記 事 項 当社としては日棟達成の為、C02,F出 量生産量原早4Eを年 1%映 蓄し、2010年 度までに2004年 度比C02
りF出量生産量原単位 6%削 減を目標としております。年毎の設備導入にて生産増強している為、エネルギー使用量増
加により温室効果ガス排出量も増加FtX向にあります。しかし、今年、 IS014001シ リーズ認証維持など、環境
への影響にも配慮し生産活動に努めております。
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と 1核 当するDに は、レ印を記入してください。特定事実者以外で自主姿力Dされる事業者の方は、レ印の記入は不要で汽

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「日ItF年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所尊排出区分Jと は、京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両排出区分」
とは、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する退室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物草
両又は旅客車両の排出する温宣効果ガスを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都府内における事業所年の事業活動に伴い発生する温宣効
果ノスをいいます。
4「 特記事項Jに は、平成 2年度 (1990年 度)を 基準とした排出室の対比やエネルマー原単位C02'F出 量、省エネ製品開発など他者の温室

効果ガス排出削減への貢献、グフーン調達の採用、特定フ●ンなどの条例指定外の温宣効果ノスの削減などを記入してください。


